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① 全国がん登録における詳細な死因情報の利用による研究実例（21条）

② 院内がん登録・DPCの統合解析における詳細な死因情報の利活用案

1

本日の概要



① 全国がん登録における詳細な死因情報の利用による研究実例（21条）

自殺
他の外因死
心血管疾患死

https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/can_reg/national/datause/general.html
Kurisu K, Fujimori M et al. Cancer Med 2023 2

⇒ いずれも診断後早期は特に死亡リスクが高く、
 診断から2年後においても有意にリスクが高い

がん登録等の推進に関する法律（がん登録推進法、
平成25年法律第111号）に基づき集められた全国
がん登録情報は、がんに係る、あるいは、がん対策の
ために必要な調査研究のために利用可能であり、詳
細な死因情報も含まれる

がん患者の自殺・他の外因死・心血管疾患死のリスク全国がん登録情報の利用の流れ

●がん患者の自殺・他の外因死・心血管疾患死のリスクは、全国がん登録に含まれる死因情報の活用により算出が可能である。
●死因別の死亡リスクを把握することで、がんを有する患者のがん以外での死亡の対策につなげることができる。



① 全国がん登録における詳細な死因情報の利用による研究実例（21条）

NA: 集計値が1件以上10件未満であるため秘匿とする。本結果は法に基づき、全国がん登録の情報の提供を受け、独自に作成・加工した資料である。

患者10万人あたり割合
患者数 0.5年以内 1年以内 2年以内 3年以内 4年以内

2016年 1087294 288 449 660 833 982
2017年 1059638 310 441 649 814
2018年 1047442 296 430 633
2019年 1050026 254 401
2020年1-6月 467118 153
2020年1-3月 247934 76
2020年4-6月 219184 77
AYA世代 患者数 0.5年以内 1年以内 2年以内 3年以内 4年以内
2016年 41238 NA NA 15 22 31
2017年 40086 NA NA 12 19
2018年 39582 NA NA 16
2019年 38907 NA NA
2020年1-6月 17555 NA

0.5年以内 1年以内 2年以内 3年以内 4年以内 2年フォローSMR
26.5 41.3 60.7 76.6 90.3 1.82
29.3 41.6 61.3 76.8 1.89
28.3 41.1 60.4 1.91
24.2 38.2
32.8
30.7
35.1

0.5年以内 1年以内 2年以内 3年以内 4年以内 2年フォローSMR
NA NA 36.4 53.4 75.2 1.59
NA NA 29.9 47.4 1.33
NA NA 40.4 1.74
NA NA
NA

自殺実数

⇒ がん診断後の自殺者は1年以内は41人（10万人当たり）と一般人口（17人）よりも多い
3Kurisu K, Fujimori M et al. Cancer Med 2022

Kurisu K, Fujimori M et al. Cancer Med 2023

がん患者の自殺者数と標準化死亡比（SMR）の推移

●がん患者の自殺者数と標準化死亡比（SMR）の推移についても、死因情報の活用により把握が可能である。
●死因別に死亡数、死亡リスクの推移を把握することで、対策の評価につなげることができる。



① 全国がん登録における詳細な死因情報の利用による研究実例（21条）
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全心血管疾患   心筋梗塞    心疾患 虚血性脳卒中 脳内出血

Kurisu K, Fujimori M et al. in submission

●死因別のトレンド把握することで、対策の対象者やタイミングの絞り込みにつなげることができる。

がん患者の心血管疾患死亡数と標準化死亡比（SMR）の推移

⇒ がん診断後の心血管疾患による死亡リスクは診断後4年経過しても全体的に高いが、がん種により傾向が異なる

その他 胃 大腸 肺 乳 前立腺
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① 全国がん登録における詳細な死因情報の利用による研究実例（21条）

第３章 中間評価
３．尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築
（４）がん患者等の就労を含めた社会的な問題（サバイバーシップ支援）
② 就労以外の社会的な問題について

がん患者の自殺については、2016年１～６月にがんと診断された患者546,148人のうち、がん診断後6か月以内に144人が
自殺で亡くなっていた（がん患者10万観察人年あたり58.21人、６か月以内に死亡した全がん患者の0.17％）。これは同じ
時期の一般人口と比較すると2.7倍の自殺者がいることを示しており、このリスクは診断後の期間が短いほど高く（１か月以内で
は4.1倍、３か月以内では3.3倍）、大きな課題の一つと認識された。

Ⅱ 地域がん診療連携拠点病院の指定要件について
２ 診療体制

（３）その他の環境整備等
④ 自殺のリスクが高い患者に対し、院内で共通したフローを使用し、対応方法や関係機関との連携について明確にしておくこと。

また関係職種に情報共有を行う体制を構築していること。自施設に精神科、心療内科等がない場合は、地域の医療機関と連
携体制を確保していること。

⇒ 死因情報による死因別実数のモニタリングにより対策の効果を評価することが可能となる

第3期がん対策推進基本計画中間評価（2022.6）

がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針（2022.8）



② 院内がん登録・DPCの統合解析における詳細な死因情報の利活用案
●課題の把握、課題解決に向けた施策の検討のためには、全国がん登録情報のみでは十分ではなく、院内がん登録・DPC・死亡

情報の統合解析によるリスク因子の検討が必要である。
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がん患者の自殺のリスク因子

Kurisu K, Fujimori M et al., Cancer Med 2023
Kurisu K, Fujimori M et al., Jpn J Clin Oncol 2025 7

食道がんなどの特定のがん種や、進展度の高い
場合にリスクが高い

変数 相対リスク（95%信頼区間）

がん種
   大腸がん
   食道がん

…

1.00 (Reference)
2.01 (1.33–3.04)
…

進展度
限局
局所転移
遠隔転移
不明・その他

1.00 (Reference)
1.49 (1.21–1.83)
2.37 (1.89–2.99)
2.09 (1.63–2.68)

2020年4-6月に新たにがんと診断された患者の6ヶ月追跡
での自殺リスクは、それ以前に診断された患者のリスクの約
1.3倍であった

② 院内がん登録・DPCにおける詳細な死因情報の利活用案

●がん患者の自殺のリスク因子の分析について、全国がん登録情報のみでは詳細なリスク因子の検討が困難である。
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自殺事例の事前状態と改善策の関連

がん(N=213) 非がん(N=214)
当事者職種, N(%)

医者
看護師
その他

55 (25.8)
147 (69.0)
11 (5.2)

34 (15.9)
172 (80.4)
8 (3.7)

当事者の経験年数, 中央値(範囲) 8 (0-38) 9 (0-36)
事故前の状態, N(%)

専門家による精神的・心理的ケア
専門家による緩和ケア
向精神薬の内服
抑うつ
コントロール不十分な疼痛
不眠
せん妄
自殺念慮の表出

51 (23.9)
29 (13.6)
64 (30.0)
100 (46.9)
55 (25.8)
40 (18.8)
27 (12.7)
74 (34.7)

62 (29.0)
2 (0.9)
70 (32.7)
92 (43.0)
25 (11.7)
29 (13.6)
26 (12.1)
73 (34.1)

改善策, N(%)
精神的苦痛の精査加療
身体的苦痛の精査加療
医療者間でのコミュニケーション
家族との情報共有
院内マニュアルの準備活用
危険物の持ち込み対策
無断離院への対策
建物(窓や部屋)への対策

114 (53.5)
28 (13.1)
105 (49.3)
55 (25.8)
27 (12.7)
32 (15.0)
9 (4.2)
41 (19.2)

132 (61.7)
11 (5.1)
93 (43.5)
54 (25.2)
33 (15.4)
24 (11.2)
13 (6.1)
41 (19.2)

⇒自殺行動前に抑うつや痛み等の症状を有していても
専門家による介入を受けている患者は限られる

Kurisu K, Fujimori M et al. Psychooncology 2025

日本医療機能評価機構 日本医療安全情報収集事例データベース（全国1569施設で起き
た医療事故の医療者報告）の2010年から2023年の自殺事例

② 院内がん登録・DPCにおける詳細な死因情報の利活用案
●医療事故報告の分析から、自殺のリスク因子として症状や治療の影響が示唆される。
●しかし、医療事故報告は、作成者（医療者）の視点に基づく報告のため情報が限定的であり、リスク因子の実態把握は困難で

ある。
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② 院内がん登録・DPCにおける詳細な死因情報の利活用案

東 尚弘、2017

●院内がん登録・DPC・死亡情報の統合解析によりリスク因子の検討が可能となる。

統合解析

リスク因子の実態把握

詳細な死因情報
最終生存確認日又は

死亡日・死因

がん患者の自殺・他の外因死・心血管疾患死のリスク因子の実態把握

例）原発部位・
診断日・進展度

例）併存疾患・診療
開始日・治療



まとめ

① 全国がん登録における詳細な死因情報の利用による研究実例（21条）
対象を特定した対策効果を評価するために、「自殺」、「他の外因死」、「心血管疾患死」等、
詳細な死因情報に基づく発生率を主要評価指標とした死因別のトレンド把握が不可欠である

② 院内がん登録・DPCにおける詳細な死因情報の利活用案
死因別のリスク因子を同定するために、医療情報と死因情報を含む統合解析が不可欠である
死因別のリスク因子の同定により個別対策を講じることが可能となる
⇒ 院内がん登録の更なる利活用に向けた整備を進めていただきたい

10



（参考資料）全国がん登録を用いた実態分析

国立がん研究センターがん対策情報センター. 全国がん登録とは. 
https://ganjoho.jp/reg_stat/can_reg/national/public/about.html 11
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2020年6月まで

Harashima S, Fujimori M et al., BMJ Open 2019;9:e030681
Harashima S, Fujimori M et al., Jpn J Clin Oncol 2021

（参考資料）実態分析方法


	規制改革推進会議�第６回健康・医療・介護ワーキング・グループ��がん患者の自殺・心血管疾患死亡対策
	スライド番号 2
	① 全国がん登録における詳細な死因情報の利用による研究実例（21条）
	スライド番号 4
	① 全国がん登録における詳細な死因情報の利用による研究実例（21条）
	① 全国がん登録における詳細な死因情報の利用による研究実例（21条）
	スライド番号 7
	がん患者の自殺のリスク因子
	スライド番号 9
	がん患者の自殺・他の外因死・心血管疾患死のリスク因子の実態把握
	まとめ
	（参考資料）全国がん登録を用いた実態分析
	スライド番号 13



